
 1 

平成２９年９月１２日 

   日本学術会議 

原子力利用の将来像についての検討委員会 

原子力発電の将来検討分科会 

 

（提言）「我が国の原子力発電のあり方について 

―東京電力福島第一原子力発電所事故から何をくみ取るか」 

 

１ 現状及び問題点 

東電福島第一原発事故はなお多くの未解決の問題を残し、賠償等に巨費を投じながら今

後とも事故への対応が継続される。東京電力と国は、事故の責任を明確にしつつ、被災者

と被災地に対して、それぞれの現状や要望に即した生活再建や復興のための多様な支援を

行うべきである。特に、年少者をはじめとする被災者の健康管理には、長期にわたる体制

整備が求められる。 

原発事故の原因解明は種々進められてきた。自然現象に関する想定や人工物側の事故予

防策の甘さ等の人為的な過誤が重なって重大事故に至ったと総括できる。将来においては、

さらなる大規模自然災害、テロ、サイバーテロや犯罪から原発が安全かという問題も検討

課題であり、バックフィットの考え方による不断の安全性向上が欠かせない。また使用済

み核燃料と高レベル放射性廃棄物の処分の見通しも立っていない。 

また、原発事故で、国民意識は原子力発電に否定的な方向に大きくシフトしている。原

子力発電については、ある特定の範囲の人々に犠牲を強いるシステムという社会的な倫理

問題も未解決である。立地地域・周辺地域、作業従事者等への危険の集中をどう軽減する

のか、将来世代への危険の持ち越しをどう避けるのかを考えていくことなしに国民的合意

を形成することは困難である。 

これらを踏まえるならば、再生可能エネルギーの安定的かつ低価格での供給を基本とす

る新たなエネルギー供給体制に向けた研究開発をすすめ、その実現を図ることは喫緊の課

題である。 

 

２ 提言の内容  

提言１ 東電福島第一原発事故では、被災者の健康管理、生活再建、被災地の除染による

環境回復、事故原発の安全管理と廃炉、汚染物質の中間貯蔵と最終処分等の十分に解決さ

れていない問題が多い。東京電力と国は、被災者の健康管理と生活再建、被災地の復興を

最重要の課題として認識し、そのための取組みを継続するべきである。 

 

提言２ 国と原子力発電事業者は、原発が様々な事故の危険を内包していることを理解し

て、稼働中から廃炉に至るまで、その安全性を向上させる努力を継続するとともに、常に

すべての原発が最高レベルの安全対策を維持するバックフィットの考え方を実践するべき

である。また事故が起こった際の住民等の避難の安全確保も重要事項である。地域間、世

代間のリスク負担の偏りを是正しつつ行われる安全の追求に要する費用は原発の稼働に不

可避の費用とみなすべきで、原子力発電によって得られる収益をもとに、安全向上のため
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に投入可能な費用を判断するべきではない。 

 

提言３ 原発の災害は自然の脅威やテロ・サイバーテロ・犯罪によっても引き起こされ得

る。また我が国が地震多発地帯で、地球の地殻変動の影響を被りやすい地学的条件にある

ことを認識して、国と原子力発電事業者は十分な安全確保策とモニタリング・予測システ

ムを整備する必要がある。 

 

提言４ 国と原子力発電事業者は、使用済み核燃料と高レベル放射性廃棄物の処分では、

超長期に及ぶ安全確保が必要であることを認識し、適切な処分方法に関する技術革新を進

めること、将来の世代に残す負の遺産を減少させるための措置をとることが重要である。

また、プルトニウムの安全確保、量の減少に努めることが重要である。 

 

提言５ 東電福島第一原発事故を経て、我が国のエネルギー供給の転換を図ることは喫緊

の課題となった。国は、このための多数の事業者が参入する仕組みを発展させるべきであ

る。また、エネルギー関連分野の研究者においても、経済効率的な電力供給や公共目的の

実現のために的確な研究成果を上げることが求められる。特に再生可能エネルギーの低コ

スト化、安定供給化に向けた研究開発は最重要の課題である。その際、再生可能エネルギ

ーに付随するバックアップ電源による温室効果ガス排出等の負の効果の抑制も重要である。 

 

提言６ 原子力発電の将来のあり方に関わらず、福島事故への継続的対応、他の原発の廃

炉、使用済み核燃料や高レベル放射性廃棄物の処分、その他の原子力利用等、原子力利用

関連事業は長期に続く。これらに携わる専門的人材育成は国として継続的に取り組むべき

課題である。そのため、原子力発電、放射性物質・放射線に関わる専門知識はもとより、

エネルギー問題全般、安全や安心、社会との対話や社会における合意形成等に関わる幅広

い知識を習得した人材の育成を図るべきである。 

 

提言７ 日本学術会議は、国内外の原発・関連施設の事故等に際しては、原子力利用の安

全管理の観点から検討を行い、科学的見地からの提言等を発し続けることが必要である。

海外の原子力研究者や放射性物質の管理に関する研究者との連携を図り、原子力発電や放

射性物質の処分・管理の安全性向上に向けて、科学的見地から政策的助言を行う体制を整

えるべきである。また、原子力関係の専門家が、閉ざされた集団として信頼を失った事実

を謙虚に省み、他分野の研究者や市民社会との相互的な関係構築に努めるべきである。 

 

 


